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第3 営 業 の 状 況 

1. 概 況 

(1）第 10 期 （自平成 9 年 4 月 1 日 至平成 10 年 3 月 31 日） 

当期におけるわが国の経済は、4 月の消費税増税、東南アジア諸国のﾊﾞﾌﾞﾙの崩壊、大手企業の相次ぐ倒産等により、消費ﾏｲﾝﾄﾞが著

しく減退し平成 9 年度は 23 年ぶりのﾏｲﾅｽ成長になりました。 

わが国のﾊﾟｿｺﾝ市場については、ﾊｲﾃｸ調査会社日本ｶﾞｰﾄﾅｰｸﾞﾙｰﾌﾟのﾃﾞｰﾀｸｴｽﾄ部門の調査によると、平成 9 年度通期の国内ﾊﾟｿｺﾝ

年間出荷台数は前年比 4.3%増で 794 万台であり、今まで続いたﾊﾟｿｺﾝ市場の成長率にかげりが見られました。こうした状況のもと、大手ﾊﾟ

ｿｺﾝﾊｰﾄﾞﾒｰｶｰによる低価格機種の発売もﾊﾟｿｺﾝ需要を喚起するには至りませんでしたが、液晶ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝや軽量薄型ﾉｰﾄﾌﾞｯｸﾊﾟｿｺﾝ

は好調な売れ行きを示し、売れる商品と売れない商品の二極分化がみられました。一方ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市場も上述の市場環境に加え、

Windows 次期ﾊﾞｰｼﾞｮﾝの発売延期が影響し全体として低調な結果となりました。 

  このような状況のもとで当社は、「ｿﾌﾄｳｪｱを人のそばに」を経営理念として、世界に通用するｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄを提供する責任を果たすべく、

継続的に企業努力を行ってまいりました。当社が得意とするｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ市場では、従来はﾊﾟｿｺﾝの上級者層を対象としていたものが、低価

格ｶﾗｰﾌﾟﾘﾝﾀ、低価格ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗおよびｲﾝﾀｰﾈｯﾄの普及により初心者層にまで広がり、逆風のﾊﾟｿｺﾝ市場において当社は順調な経営成果

をおさめることができました。また当期中に発表されたﾃﾞｰﾀｸｴｽﾄ社の調査によると、当社製品である G.CREW が平成 8 年 1 月～12 月度

Windows95 OS Graphic Draw & Illustration 部門で世界市場 2 位のｼｪｱを獲得したことが明らかになりました。また、国内においてもﾏﾙﾁﾒ

ﾃﾞｨｱ総合研究所の調査では、平成 9 年 1 月～12 月のﾊﾟｯｹｰｼﾞ販売本数（ﾊﾞﾝﾄﾞﾙ等含まず）で、G.CREW がｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄ市場のﾄｯﾌﾟｼｪｱ

（24.3％）、PAINT SHOP PRO がｾｶﾝﾄﾞｼｪｱ（22.8％）と上位を確保しています。同じく、毛筆ｿﾌﾄ市場では、筆自慢がｾｶﾝﾄﾞｼｪｱ（29.3％）を

獲得しています。このように G.CREW の他、当社主力製品である筆自慢、PAINT SHOP PRO はいずれも順調な販売実績を残すことができ

ました。 

この結果、売上高は 16 億 7 千 2 百万円(前期比 2.1%減)になりました。また、経常利益は 2 億 3 百万円(前期比 72.7%増)で、当期純利益

は 9 千 7 百万円(前期比 118.4%増)となりました。 

 

(2）第11期 （自平成10年 4月 1日 至平成11年 3月31日） 

当期のわが国経済は、大型金融機関の国有化や金融機関による貸し渋り等により消費者心理が萎縮し、結果として国民総生産は前期

比ﾏｲﾅｽ 1.9%（実績見込、実質）と 2 年連続のﾏｲﾅｽ成長になる見込です。 

わが国のﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞ市場については、前半までは他の業種と同様に苦しい状況が続きましたが、後半はｿﾆｰ社 VAIO、ｱｯﾌﾟﾙ社ｉMAC、ﾏ

ｲｸﾛｿﾌﾄ社 Windows98 の発売により個人需要が喚起され通期では前期比ﾏｲﾅｽ 0.9%と微減にとどまる見込です（ﾃﾞｰﾀｸｴｽﾄ社調べ）。個人

需要では従来の主力層であった学生やﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾝに加え女性の市場が拡大する兆しが見られました。当期のﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞ市場において注

目を浴びた上記 2 機種（VAIO・ｉMAC）も共にﾃﾞｻﾞｲﾝ性を重視しており、今後の市場の方向性を示すものとなりました。またﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞ市

場は従来に増して競争が激しくなり、新規参入企業が突然上位ｼｪｱに入るといったまさにﾄﾞｯｸﾞｲﾔｰの様相を呈しています。今後ﾊﾟｿｺﾝの

低価格化とともに拡大する市場の中で、ﾒｰｶｰ間の激しい競争が繰り広げられると予想されます。 

一方ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市場はﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞ市場に比べﾋｯﾄ商品が見あたらず、復調した個人需要の恩恵を享受しているとはいいがたい状況にあり

ます。こうしたなかでﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄの定番であるﾜｰﾌﾟﾛ、表計算、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、年賀状といった市場はいずれも飽和の感がありますが、通信関

連ｿﾌﾄにみられるように順調に推移したｶﾃｺﾞﾘｰもみられました。各ｿﾌﾄﾒｰｶｰは、成長するであろう市場を見極め、そこに経営資源を集中的

に投下し早期にｼｪｱを確保することが、今後よりいっそう必要になると思われます。 

従来から当社は得意とするｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄ技術を基に斬新性と低価格をもりこんだ製品を市場に供給してまいりました。市場はﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ･ｲ

ﾝﾀｰﾈｯﾄの分野の成長に代表される描画的・写実的な方向に進んでおり、今後とも当社の利益の源泉であるｸﾞﾗﾌｨｯｸ技術がよりいっそう有

効になるものと考えております。 

このような状況において、当期、当社の主力製品である G.CREW 及び筆自慢は順調な販売実績を残すことができました。G.CREW は平

成 9 年、ｸﾞﾗﾌｨｯｸ及びｲﾗｽﾄﾚｰｼｮﾝ（Windows95/98/NT）分野において世界市場 5 位のｼｪｱを獲得したことが明らかになりました。国内に

おいても平成 10 年のｸﾞﾗﾌｨｯｸ市場においてｼｪｱ 1 位（20.3%）を獲得することができました。また筆自慢も平成 10 年の国内年賀状市場に

おいてｼｪｱ 2 位（25.7%）を獲得することができました。しかし残念ながら PAINT SHOP PRO は、開発元と製品内容やﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略面に

関し見解に相違が生じたため新製品を発売するに至らず、国内ｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ市場においてｼｪｱ 5 位（8.0%）とﾗﾝｸを落とすことになりました（世

界ｼｪｱはﾃﾞｰﾀｸｴｽﾄ社調べ、国内ｼｪｱはﾃﾞｰﾀﾘｻｰﾁ社調べ）。 

この結果、売上高は 12 億 7 千 1 百万円（前期比 24.0%減）になりましたが、自社開発製品である G.CREW 及び筆自慢の販売が順調に

推移し、かつ経費削減に成功したため経常利益は 2 億 9 千万円（前期比 42.2%増）、当期純利益は 1 億 4 千 9 百万円（前期比 53.0%増）

の成績をおさめることができました。 



 

                     

 

(3）第12期中間期 （自平成11年 4月 1日 至平成11年 9月30日） 

当上半期におけるわが国の経済は、相変わらず一進一退の状況が続いており、残念ながらいまだ手放しで歓迎できるほど強い回復力は

感じられません。 

わが国のﾊﾟｿｺﾝ市場は今回の景気回復の主役でもあり順調な回復傾向をみせています。ﾊﾟｿｺﾝ市場において特に活況を呈しているのが、

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連とﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞです。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連ﾋﾞｼﾞﾈｽでは、ｵﾝﾗｲﾝ証券会社の実現と予想を超える普及にみられるように、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを

利用したﾋﾞｼﾞﾈｽに対する需要の拡大とｻｰﾋﾞｽの充実が急速に進行しつつあります。またﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞはｿｰﾃｯｸ社の低価格ﾊﾟｿｺﾝのﾋｯﾄに見

られるように、高機能ながらも価格を低い水準に維持し、市場を拡大する戦略が主流になりつつあります。同時にﾊﾟｿｺﾝを利用する人口も、

このような低価格ﾊﾟｿｺﾝの出現や教育機関等におけるﾊﾟｿｺﾝ利用の普及に伴い拡大しつつあります。これら当上半期におけるﾊﾟｿｺﾝ市場

の動向から、今後のﾊﾟｿｺﾝ市場は、①ｲﾝﾀｰﾈｯﾄとの関連がますます強くなる、②急速に低価格化が進行する、③市場が著しく拡大するも

のと予想されます。 

ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市場については、ﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞに引きずられる形で低価格化が進行しました。しかしながら出荷本数については、ﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞに比

較し伸びず各社とも苦戦している模様です。特に当上半期に発売されたﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社の大型製品であるｵﾌｨｽ 2000 の販売が大方の予想

を裏切って低迷しているのが象徴的です。 

このように厳しいﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市場において、当社は 5 月に自社開発ﾌｫﾄﾚﾀｯﾁｿﾌﾄである Photo Crew を発売しました。ﾌｫﾄﾚﾀｯﾁｿﾌﾄ分野

は、ｶﾗｰﾌﾟﾘﾝﾀ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、ｽｷｬﾅｰ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの普及により需要が拡大していますが、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗやｶﾗｰﾌﾟﾘﾝﾀの性能が銀鉛写真と遜色

ないほど向上されたため更に拡大の速度を増していくものと考えています。Photo Crew は新製品ながらもｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟのｺﾝﾊﾟｽ社の調

べでは発売月においてｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄでｼｪｱ 1 位を獲得するなどﾌｫﾄﾚﾀｯﾁｿﾌﾄの定番商品として認識されつつあります。 

その他の製品についても順調に開発及び発売を実施することができました。ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾄﾞﾛｰｿﾌﾄの G.CREW7、年賀状ｿﾌﾄの筆自慢 14 は、

機能的にその付加価値を高めると同時に、ﾕｰｻﾞが拡大するに伴いﾊﾟｿｺﾝ初心者がますます多くなる将来を見越して詳細なﾏﾆｭｱﾙを添付

する等の試みを実施しﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟしました。特に筆自慢 14 は低価格化戦略をより一層進め、将来のﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市場で想定される脅威に

対し事前に準備及び調査を行いました。 

この結果、当上半期の売上高は 6 億 1 千 6 百万円を計上することができましたが、原価率の上昇等により経常利益は 9 千 8 百万円にと

どまりました。また開発情報のｾｷｭﾘﾃｨを強化するため本社を移転しましたが、これに伴う損失が発生し中間純利益は 4 千万円となりました。 

 

（対処すべき課題） 

当社をとりまくｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄ市場、ﾊﾟｿｺﾝ市場、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ市場は現在、急速に変化しており、加速度的に、いわゆるﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会(注 1)が

構築されていくものと想定しています。 

今後予想される変化といたしまして、当社は以下の点を想定しています。 

 

①流通市場の変化 

ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ販売には、従来から取扱っているﾊﾟｿｺﾝ販売専門店等の他、ｶﾒﾗ店、家電量販店が本格的に参入しており、今後ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ販売

店の競争が更に激化し、価格競争がより激しくなることも予想されます。この結果、ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ販売店の減少やｿﾌﾄｳｪｱの店頭小売価格の下

落が想定されることから、ｿﾌﾄ販売をﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ販売店にのみ依存しているｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰの収益は減少する可能性があります。 

こうした状況に対して当社は、設立 2 期目(平成元年)から登録ﾕｰｻﾞに対するﾀﾞｲﾚｸﾄ販売である通信販売を行っており、売上高に占める割

合は平成 11 年 3 月期で約 17.7%になっています。また平成 11 年 12 月末日現在、Windows95 以上の環境を有し、かつ当社の製品を利用

し正規登録を完了しているﾕｰｻﾞ数は約 100 万人に達しています。このように当社はｿﾌﾄ販売店の減少等のﾘｽｸに対応する準備をしており、

今後より一層ﾀﾞｲﾚｸﾄ販売に経営資源を投下していき、従来型のﾀﾞｲﾚｸﾄ販売である通信販売に加え、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を展

開していく予定です。 

 当社はｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売を二通り想定しています。一つはｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受注販売です。これはｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じてﾕｰｻﾞ

から注文をとり、商品は宅配便によってﾕｰｻﾞのもとに届けられる販売方法です。代金の決済は、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄにおけるｶｰﾄﾞ決済か宅配業者によ

る代金引換による決済が一般的になっています。もう一つの販売方法はｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売です。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受注販売との

違いは、受注販売の場合は商品の受渡しに宅配便等を介していますが、ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売の場合は商品の受渡しがｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で行われる点

です。すなわちﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売の場合はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で取引が完結し、ﾕｰｻﾞの発注から商品の引渡しまでがｵﾝﾗｲﾝ上で通常瞬時に行われま

す。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売では取引の対象となる商品の性質が制限されますが、簡便性、即時性といった高い利便性を有しており、

今後この販売方法による取引が拡大すると当社は考えています。 

 当社はﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ方式という開発手法を採用していますが、この方式により生み出された製品の特徴の一つにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが小容

量である点があります。こうした特質を持つ当社の製品はこの販売手法において優位性を持つと考えられ、当社はｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ

販売の具現化を優先的な戦略課題にし、下記の通り早急に事業構築していく予定です。 

 即ち、当社は第 13 期中間期末（平成 12 年 9 月）までにｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売に関する設備投資を完了し、第 13 期末（平成



 

                     

 

13 年 3 月）までにｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受注販売事業を実施し、さらにｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売の技術を完成させる予定です。またｲﾝﾀｰﾈｯ

ﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売事業の開始時期については、ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄの流通経路の動向を見ながら、利益を極大化できるよう製品の投入時点を検

討しつつ判断していく方針です。 

 

②ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄのｱﾒﾘｶでの動向 

ｱﾒﾘｶではｻﾝ･ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞ社が Star-Office（ﾜｰﾌﾟﾛ、表計算、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（注 2）、ﾌﾞﾗｳｻﾞｿﾌﾄ（注 3）等の統合製品）を無料で提供するｻｰﾋﾞ

ｽを開始しました。ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社もこれに追随することが想定されます。これら 2 社の戦略が、他のｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰに与える影響は大きく当社もその

例外ではありません。このｱﾒﾘｶの動向は日本にも時期をおかず伝播し、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの価格自体が大幅に下がる可能性があります。 

こうした状況に対して当社は、ﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ方式により、更に価格競争力の高い製品を市場に投入することとしています。また現在ｱ

ﾒﾘｶで採用されている、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄのﾚﾝﾀﾙや利用者のﾆｰｽﾞに応じてｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの機能を分割して販売することについても準備を

開始しています。 

 

③ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社の動向 

当社はﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社が発売する Windows 上のｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄを開発しています。ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社は反ﾄﾗｽﾄ法訴訟で平成 11 年 11 月、米国連

邦地裁から「OS によるｼｪｱ乱用の独占企業」という事実認定を受けています。ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社が和解に応じない場合は平成 12 年 2 月に予定さ

れている判決次第で、同社のﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄ市場に対する影響力が低下し Windows のｼｪｱが縮小する可能性があります。こうした場合、

Windows 上でしか動作しないｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄは、Windows のｼｪｱが縮小するにつれ販売数量が減少していくと考えられます。 

このような Windows の発売が業績に与える影響に対して、当社では流動性資金を豊富に社内に蓄えることで影響を軽減するよう図っていま

す。またﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社の長期的な影響力の低下の可能性に対して、現時点ではﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社製の OS に依存せず、Windows、Mac（注 4）、ﾘﾅｯ

ｸｽ（注 5）、UNIX（注 6）上で動作が可能な java（注 7）ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄの開発に今後取り組むことで対応する方針です。 

 

注 1 日常使用する機器類の多くがﾃﾞｼﾞﾀﾙ信号を基に作成されたｿﾌﾄｳｪｱによって制御されており、それらの機器を使用する者がｿﾌﾄｳ

ｪｱによって制御されている事実を意識しないほど一般化している社会をいう。 

注2 ﾃﾞｰﾀを決まった形で蓄積したもの。ﾃﾞｰﾀを蓄積するための枠組みと検索の仕組みを提供するｿﾌﾄｳｪｱをﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｿﾌﾄまたはﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽ管理ｼｽﾃﾑと呼ぶ。 

注 3 ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙの中身を次々と見ていくためのｿﾌﾄｳｪｱ。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの Web ﾌﾞﾗｳｻﾞ‐を指す場合が多い。ﾌﾞﾗｳｽﾞ（browse）には「本を拾

い読みする、ざっと目を通す」などの意味がある。 

注 4 Macintosh の略称。米ｱｯﾌﾟﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀが販売しているﾊﾟｿｺﾝのﾌﾞﾗﾝﾄﾞ名。Windows 用ﾊﾟｿｺﾝとは仕様が異なり、OS として MAC OS

が動作する。 

注 5 UNIX ﾍﾞｰｽのﾊﾟｿｺﾝ用 OS。米国のﾌﾘｰ・ｿﾌﾄｳｴｱ協会が推進している GNU 活動（「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀで使うｿﾌﾄｳｪｱは無償で広く普及させ

るべき」という思想に基づく）の一環としてﾗｲｾﾝｽﾌﾘｰで広く配布されている。もともとはﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞで開発された。 

注6 69 年に米 AT&T ﾍﾞﾙ研究所で開発されたﾏﾙﾁﾀｽｸ（複数のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを並行して実行させる機能のこと）、ﾏﾙﾁﾕｰｻﾞｰ仕様（1 台のｺ 

ﾝﾋﾟｭｰﾀを複数のﾕｰｻﾞが同時に利用すること）の OS。当初はﾐﾆｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用として、80 年代前半からはﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ用として、多く

の大学や研究機関で利用されてきた。 

注 7  95 年 5 月に米ｻﾝ･ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞが開発したｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ指向（対象（ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ）そのものに重点を置き、対象の振る舞いや操作が

対象の属性として備わるという考え方のこと）のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ言語。 

 

なお、当社では、いわゆる「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ西暦 2000 年問題」を経営上の重要課題と認識しており、対応計画を策定しこれを実行しています。 

 

(注）｢営業の状況｣に記載の売上高、販売実績等の金額には、消費税等は含まれていません。 

 

2. 製 品 仕 入 実 績             

 （単位：千円） 

期別 

区分 

第 10 期 
自 平成 9年 4月 1日 
至 平成10年 3月31日 

第 11 期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第12期中間期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成11年 9月30日 

ｸ ﾞ ﾗ ﾌ ｨ ｯ ｸ ｿ ﾌ ﾄ 105,205 58,270 50,081 

そ の 他 の ｿ ﾌ ﾄ 74,337 73,698 44,845 

合 計 179,543 131,968 94,926 



 

                     

 

(注) 1.金額は仕入価格で表示しています。 

2.品目の区分は「’98 ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄｳｪｱの市場動向調査報告書」((社）日本ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ協会発行)の区分に従っています。 

 

3.製品仕入計画又は製品仕入実績の見込み 

 （単位：千円） 

四半期別 

区分 

自 平成 11 年 10 月 1 日 

至 平成 11 年 12 月 31 日 

自 平成 12 年 1 月 1 日 

至 平成 12 年 3 月 31 日 
計 

ｸ ﾞ ﾗ ﾌ ｨ ｯ ｸ ｿ ﾌ ﾄ 22,549 6,335 28,884 

そ の 他 の ｿ ﾌ ﾄ 52,712 1,217 53,929 

合 計 75,261 7,552 82,814 

(注) 1.金額は仕入価格で表示しています。 

2.品目の区分は「’98 ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄｳｪｱの市場動向調査報告書」((社）日本ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ協会発行)の区分に従っています。 

 

4. 販 売 実 績 

(1) 販 売 方 法           

 流通会社への販売が主な販売経路ですが、当社製品を購入後、当社に正規登録を行ったﾕｰｻﾞである、個人・法人顧客へのｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄ

ﾞや郵便振替による直接販売も行っています。 

 

（2）販  売  実  績            

 （単位：千円） 

期  別 
 
品  目 

第 10 期 
自 平成 9年 4月 1日 
至 平成10年 3月31日 

第 11 期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第12期中間期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成11年 9月30日 

ｸ ﾞ ﾗ ﾌ ｨ ｯ ｸ ｿ ﾌ ﾄ 1,143,120 688,286 406,181 

そ の 他 の ｿ ﾌ ﾄ 529,694 583,708 210,512 

合 計 1,672,814 1,271,994 616,694 

(注) 1.数量については、取扱品目が少ないことにより販売単価が明らかとなり、結果として販売価格交渉において不利な状況になる恐れがある

ため記載を省略しています。 

2.品目の区分は「’98 ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄｳｪｱの市場動向調査報告書」((社）日本ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ協会発行)の区分に従っています。 

3.主要顧客別売上状況 

 （単位：千円） 

第 10 期 
自 平成 9年 4月 1日 
至 平成10年 3月31日 

第  11  期 
自 平成 10年 4月 1日 
至 平成 11年 3月31日 

期  別 
 
相 手 先 

金 額 
総販売実績に 
対する割合 

金 額 
総販売実績に 
対する割合 

ｿ ﾌ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ ㈱ 927,922   55.5 % 912,160 71.7 % 

通 信 販 売 566,079 33.8 % 225,151 17.7 % 

注）ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ㈱は平成 11 年 10 月 1 日付でｿﾌﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸ事業部門を分社したため、当社の取引先は同

日以降ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｺﾏｰｽ㈱に変更されています。 



 

 

 

 

第4 設 備 の 状 況 

 

1. 設 備 

(1) 設備投資等の概要 

第 11 期(自平成 10 年 4 月 1 日 至平成 11 年 3 月 31 日) 

当期は設備投資に該当するものはありません。 

なお、当期中に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去はありません。 

第 12 期中間期(自平成 11 年 4 月 1 日 至平成 11 年 9 月 30 日) 

設備投資については開発情報等を保全するため、ｾｷｭﾘﾃｨ機能をより強化させたﾋﾞﾙに本社を移転し、同時に社内におけるｾｷｭﾘﾃｨ機

能を強化するためのｾｷｭﾘﾃｨ関連設備に投資をしました。 

この結果、当期の設備投資額は 9,550 千円となりました。 

また旧本社を撤去するための費用として 12,063 千円が発生しました。 

 

(2) 事業所別設備の状況 

平成 11 年 9 月 30 日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりです。 

面積(m2) 投    下    資    本 (単位：千円) 
事業所 業務内容 

土地 建物 建  物 工具器具備品 合  計 

従業員 

数(人) 

 

本社 

(港区所在) 
管理・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・開発 

- 

（ - ） 

- 

(698.93) 
7,812 5,992 13,804 19 

合  計 
- 

（ - ） 

- 

(698.93) 
7,812 5,992 13,804 19 

 (注)  1.金額は帳簿価格によっています。 

2.建物面積の（  ）内の数字は賃借中の設備です。 

3.当社の賃借設備はすべてﾚﾝﾀﾙ契約によっており、ﾘｰｽ契約によるものはありません。 

 

2. 設備の新設、重要な拡充若しくは改修又はこれらの計画（平成 11 年 12 月 31 日現在） 

  現在の設備計画は次のとおりです。 

（単位：千円） 

事業 

所名 
区 分 

設備の 

内 容 
必要性 予算金額 既支払額 

今 後 の 

所 要 額 

着 工 

予 定 年 月 

完 成 

予 定 年 月 
増加能力 

本社 
通信販売

設 備 

W e b 

ｻｰﾊﾞｰ 

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売に必要な

設備 
30,000 - 30,000 

平成 12 年 

3 月 

平成 12 年 

9 月 

販 売 方 法

の 拡 充 

本社 
通信販売

設 備 

C G I 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ 

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売に必要な

ｿﾌﾄｳｪｱ 
20,000 - 20,000 

平成 12 年 

3 月 

平成 12 年 

9 月 

販 売 方 法

の 拡 充 

本社 
通信販売

設 備 

CAFIS 

ｼｽﾃﾑ 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ事前決済

販売に必要な設備 
50,000 - 50,000 

平成 12 年 

3 月 

平成 12 年 

9 月 

販 売 方 法

の 拡 充 

本社 
ｻﾎﾟｰﾄ業務

支援設備 

C T I 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ 

ｻﾎﾟｰﾄ業務のより効率

的な実施に必要な設備 
50,000 - 50,000 

平成 12 年 

3 月 

平成 12 年 

9 月 

ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞ

ｽ の 拡 充 

合計    150,000 - 150,000    

（注）１．当社は第 13 期中間期末（平成 12 年 9 月）までにｲﾝﾀｰﾈｯﾄを媒介としたﾀﾞｲﾚｸﾄ販売に関する設備投資を完了し、第 13 期末（平成 13

年 3 月）までにｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受注販売事業を実施し、更にｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売の技術を完成させる予定です。またｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

によるﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ販売事業の開始時期については、ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄの流通経路の動向を見ながら、利益を極大化できるよう製品の投入時点を

検討しつつ判断していく方針です。 

   ２．今後の所要額 150,000 千円は、今回の増資による資金調達で充当する予定です。 



 

 

 

 

第5 経 理 の 状 況 
 

1. 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号。以下「財務諸表等規則」とい

う。）に基づき、また中間財務諸表は、｢中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則｣（昭和 52 年大蔵省令第 38 号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

なお、第 10 期は改正前の財務諸表等規則に基づき、第 11 期は改正後の財務諸表等規則に基づき、第 12 期中間会計期間は改正後の中

間財務諸表等規則に基づいて作成しています。また、財務諸表及び中間財務諸表その他の事項の金額については、千円未満の端数を切

り捨てて表示しています。 

 

2. 当社は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 10 期事業年度(平成 9 年 4 月 1 日から平成 10 年 3 月 31 日まで）及び第 11 期事

業年度(平成 10 年 4 月 1 日から平成 11 年 3 月 31 日まで）の財務諸表並びに第 12 期中間会計期間(平成 11 年 4 月 1 日から平成 11 年

9 月 30 日まで)に係る中間財務諸表について、ｾﾝﾁｭﾘｰ監査法人の監査及び中間監査を受けています。 

その監査報告書及び中間監査報告書は、「第 7 株式事務の概要」の直前に掲げています。 

 



 

 

 

 

1. 財 務 諸 表 

(1) 貸 借 対 照 表 （単位：千円） 

第  10  期 
（平成10年3月31日現在） 

第  11  期 
（平成11年3月31日現在） 

期  別 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資 産 の 部）   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

1. 現 金 及 び 預 金   254,753   458,383  

2. 売 掛 金   91,030   27,947  

3. 前 払 費 用   4,463   5,222  

4. 短 期 金 融 資 産   19,953   19,781  

5. そ の 他   43   -  

6. 貸 倒 引 当 金   △728   -  

 流 動 資 産 合 計   369,514 90.5  511,335 92.8 

Ⅱ 固 定 資 産        

(1） 有 形 固 定 資 産        

1. 建 物  12,678   12,926   

 減 価 償 却 累 計 額  130 12,548  1,846 11,079  

2. 工 具 器 具 備 品  13,536   14,853   

 減 価 償 却 累 計 額  6,374 7,161  8,945 5,907  

 有 形 固 定 資 産 合 計   19,709 4.8  16,987 3.1 

(2） 無 形 固 定 資 産        

1. 電 話 加 入 権   2,345   2,272  

 無 形 固 定 資 産 合 計   2,345 0.6  2,272 0.4 

(3） 投資その他の資産        

1. 長 期 前 払 費 用   207   152  

2. 敷 金 ・ 保 証 金   15,330   19,243  

3. 保 険 積 立 金   1,023   1,275  

 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計   16,560 4.1  20,671 3.7 

 固 定 資 産 合 計   38,615 9.5  39,931 7.2 

 資 産 合 計   408,130 100.0  551,266 100.0 

 



 

 

 

 

（単位：千円） 

第  10  期 
（平成10年3月31日現在） 

第  11  期 
（平成11年3月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構 成 比 

（負 債 の 部）   ％   ％ 

Ⅰ  流 動 負 債        

1. 未 払 金   67   54  

2. 未 払 費 用   2,649   2,554  

3. 前 受 金   438   -  

4. そ の 他   -   21  

 流 動 負 債 合 計   3,155 0.8  2,630 0.5 

 負 債 合 計   3,155 0.8  2,630 0.5 

        

（資 本 の 部）       

Ⅰ 資 本 金 ＊１  136,000 33.3  160,000 29.0 

Ⅱ 資 本 準 備 金   7,750 1.9  7,750 1.4 

Ⅲ 利 益 準 備 金   - -  600 0.1 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

1. 当 期 未 処 分 利 益   261,224   380,286  

 そ の 他 の 剰 余 金 合 計   261,224 64.0  380,286 69.0 

 資 本 合 計   404,974 99.2  548,636 99.5 

 負 債 ・ 資 本 合 計   408,130 100.0  551,266 100.0 

 



 

 

 

 

中間貸借対照表 （単位：千円） 

第12期中間会計期間末 

（平成11年9月30日現在） 

期  別 

 

 

科  目 金 額 構 成 比 

（資 産 の 部）  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産    

1. 現 金 及 び 預 金  130,409  

2. 売 掛 金  341,361  

3. 前 渡 金  100,000  

4. 前 払 費 用  62,024  

5. そ の 他  34,038  

 流 動 資 産 合 計  667,834 97.7 

Ⅱ 固 定 資 産    

1. 有 形 固 定 資 産 *1 13,804 2.0 

2. 無 形 固 定 資 産  2,272 0.3 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産  6 0.0 

 固 定 資 産 合 計  16,083 2.3 

 資 産 合 計  683,918 100.0 

   

（負 債 の 部）   

Ⅰ 流 動 負 債    

1. 未 払 法 人 税 等  27,983  

2. 前 受 金  65,887  

3. そ の 他 *2 5,693  

 流 動 負 債 合 計  99,564 14.6 

 負 債 合 計  99,564 14.6 

   

（資 本 の 部）   

Ⅰ 資 本 金  187,750 27.4 

Ⅱ 利 益 準 備 金  1,100 0.2 

Ⅲ そ の 他 の 剰 余 金    

1. 中 間 未 処 分 利 益  395,503  

 そ の 他 の 剰 余 金 合 計  395,503 57.8 

 資 本 合 計  584,353 85.4 

 負 債 ・ 資 本 合 計  683,918 100.0 

 

 



 

 

 

 

(2） 損 益 計 算 書 （単位：千円） 
第  10  期 

自 平成 9年4月 1日 
至 平成10年3月31日 

第  11  期 
自 平成10年4月 1日 
至 平成11年3月31日 

期  別 
 

 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高   1,672,814 100.0  1,271,994 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価        

1. 当 期 製 品 仕 入 高  179,543   131,968   

2. 当 期 製 品 製 造 原 価 ＊１ 153,804   142,684   

 合 計  333,347 333,347 19.9 274,652 274,652 21.6 

 売 上 総 利 益   1,339,466 80.1  997,342 78.4 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費        

1. 販 売 促 進 費  85,267   79,077   

2. 広 告 宣 伝 費  785,568   386,670   

3. 販 売 委 託 費  26,630   13,490   

4. 販 売 諸 掛 費  31,842   20,956   

5. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  347   -   

6. 役 員 報 酬  50,401   66,591   

7. 給 与 手 当  42,580   46,867   

8. 業 務 委 託 費  -   27,525   

9. 賃 借 料  18,895   17,852   

10． 減 価 償 却 費  1,289   1,798   

11． 事 業 税 等  25,973   -   

12． そ の 他  67,935 1,136,731 68.0 47,305 708,137 55.7 

 営 業 利 益   202,734 12.1  289,204 22.7 

Ⅳ 営 業 外 収 益        

1. 受 取 利 息  1,851   1,108   

2. 有 価 証 券 利 息  -   124   

3. そ の 他  167 2,018 0.1 0 1,234 0.1 

Ⅴ 営 業 外 費 用        

1. 支 払 利 息  805 805 0.0 376 376 0.0 

 経 常 利 益   203,948 12.2  290,061 22.8 

Ⅵ 特 別 利 益        

1. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益  - - - 728 728 0.1 

Ⅶ 特 別 損 失        

1. 固 定 資 産 売 却 損 *2 -   35   

2. 固 定 資 産 除 却 損 *3 9,358 9,358 0.6 179 215 0.0 

 税 引 前 当 期 純 利 益   194,590 11.6  290,574 22.9 

 法 人 税 及 び 住 民 税   96,749 5.8  - - 

 法人税,住民税及び事業税   - -  140,912 11.1 

 当 期 純 利 益   97,841 5.8  149,661 11.8 

 前 期 繰 越 利 益   163,383   230,624  

 当 期 未 処 分 利 益   261,224   380,286  

 



 

 

 

 

製造原価明細書 （単位：千円） 

第  10  期 
自 平成 9年4月 1日 
至 平成10年3月31日 

第  11  期 
自 平成10年4月 1日 
至 平成11年3月31日 

期  別 
 

 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

   ％  ％ 

Ⅰ 労 務 費  58,768 38.2 53,183 37.3 

Ⅱ 経 費 ＊１ 95,035 61.8 89,500 62.7 

当期製品製造原価  153,804 100.0 142,684 100.0 

 

 

第  10  期 
自 平成 9年4月 1日 
至 平成10年3月31日 

第  11  期 
自 平成10年4月 1日 
至 平成11年3月31日 

原価計算の方法は、単純総合原価計算によっています。 

*1 経費の主な内訳は次のとおりです。 

原価計算の方法は、単純総合原価計算によっています。 

*1 経費の主な内訳は次のとおりです。 

 賃借料 33,285 千円  賃借料 35,705 千円 

 通信費 25,588   通信費 17,293  

 支払手数料 13,262   支払手数料 15,708  

 ﾚﾝﾀﾙ料 12,712   ﾚﾝﾀﾙ料 13,780  

 その他 10,188   その他 7,013  

 95,035  89,500 

 

 



 

 

 

 

中間損益計算書 （単位：千円） 
第12期中間会計期間 

自 平成11年4月 1日 

至 平成11年9月30日 

期  別 

 

 

 

科  目 金 額 百 分 比 

  ％ 

Ⅰ 売 上 高  616,694 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 *3 165,706 26.9 

 売 上 総 利 益  450,987 73.1 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  353,194 57.3 

 営 業 利 益  97,792 15.8 

Ⅳ 営 業 外 収 益 *1 418 0.1 

 経 常 利 益  15.9 

Ⅴ  特 別 損 失    

98,211 

 
29,481 4.8 *2 

税 引 前 中 間 純 利 益  68,729 11.1 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  28,011 4.5 

中 間 純 利 益  40,717 6.6 

前 期 繰 越 利 益  354,786  

中 間 未 処 分 利 益  395,503  

 

 

(3)利益処分計算書 （単位：千円） 
第  10  期 

株主総会承認日 
(平成 10 年 5月 26日) 

第  11  期 
株主総会承認日 

(平成 11 年 5月 28日) 

期  別 
 

 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ当期未処分利益  261,224  380,286 

Ⅱ利益処分額     

1. 利益準備金 600  500  

2. 配当金 6,000  5,000  

3. 資本金 24,000 30,600 20,000 25,500 

Ⅲ  次期繰越利益  230,624  354,786 

 
 



 

 

 

 

重要な会計方針 

期  別 
 
項  目 

第  10  期 
自 平成 9年4月 1日 
至 平成10年3月31日 

第  11  期 
自 平成10年4月 1日 
至 平成11年3月31日 

1. 固定資産の減価償却の方法 有形固定資産 

法人税法の規定による定率法 

長期前払費用 

法人税法の規定に基づく均等償却 

有形固定資産 

同      左 

長期前払費用 

同       左 

2. 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法

人税法の法定繰入率による損金算入限度額

の他、債権回収可能性を勘案して計上して

います。 

 

 

貸倒引当金 

個別の債権の回収可能性を検討して回収不

能見込額を計上しています。 

(会計処理方法の変更) 

貸倒引当金の計上基準については、従来、

法人税法の規定に基づく法定繰入率による

繰入限度額のほか、個別の債権についても

回収の可能性を検討し回収不能見込額を計

上していましたが、当期より個別の債権の回

収可能性を検討して回収不能見込額を計上

する方法に変更しました。 

この変更は、平成10年度の税制改正に伴う

法人税法に基づく貸倒引当金の計上基準の

うち実績繰入率による方法は当社の実態に

合わないため、貸倒見積高を算出する方法

として個別の債権について回収可能性を検

討して貸倒引当金を計上する方法が、当社

として合理的かつ客観的なものと考え行った

ものです。 

この変更による影響額は軽微です。 

3. その他財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同    左 

 

追加情報 

第  10  期 
自 平成  9年 4月  1日 
至 平成 10年 3月 31日 

第  11  期 
自 平成 10年 4月  1日 
至 平成 11年 3月 31日 

- 

事業税(当期30,092千円)は、従来、販売費及び一般管理費の「事

業税等」に含めていましたが、財務諸表等規則の改正に伴い、当

期より「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しています。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ同額多く計上されて

います。 

 

表示方法の変更 

第  10  期 
自 平成  9年 4月  1日 
至 平成 10年 3月 31日 

第  11  期 
自 平成 10年 4月  1日 
至 平成 11年 3月 31日 

- 

人材派遣などに伴う支払手数料については、従来、損益計算書・

販売費及び一般管理費・「その他」に含めて表示していましたが、

当期においてその重要性が高まったため「業務委託費」に区分掲

記しました。 

なお、前期の「その他」に含まれている業務委託費は2,563千円で

す。 



 

 

 

 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

第  10  期 
( 平成 10年 3月 31日 現在 ) 

第  11  期 
( 平成11年 3月 31日 現在 ) 

*1 会社が発行する株式の総数   10,880株 

発行済株式の総数           2,720株 

*1                 同      左 

2 未払法人税等、未払税金については期末までに納付見込

額を計算して納付しています。 

2                同      左 

 

(損益計算書関係) 

第  10  期 
自 平成  9年 4月  1日 
至 平成 10年 3月 31日 

第  11  期 
自 平成 10年 4月  1日 
至 平成 11年 3月 31日 

*1 販売用ソフトウェアの開発原価であり、すべて期間費用処理し

ています。 

*1                 同      左 

*2                - 

 

*2 固定資産売却損の内訳は次のとおりです。 

電話加入権         35千円 

*3 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

建      物 9,094千円 

工具器具備品   263千円 

合   計 9,358千円 

*3 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

工具器具備品     179千円 

 

（ﾘ ｰ ｽ 取 引 関 係              ） 

前事業年度（自平成 9 年 4 月 1日 至平成 10 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成 10 年 4 月 1日 至平成 11 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

(有価証券の時価等関係) 

前事業年度（自平成 9 年 4 月 1日 至平成 10 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成 10 年 4 月 1日 至平成 11 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

(ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引関係) 

前事業年度（自平成 9 年 4 月 1日 至平成 10 年 3 月 31 日） 

当社はﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引をまったく行っていませんので該当事項はありません。 

当事業年度（自平成 10 年 4 月 1日 至平成 11 年 3 月 31 日） 

当社はﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引をまったく行っていませんので該当事項はありません。 



 

 

 

 

（１株当たり情報） 

期  別 
 
項  目 

第  10  期 
自 平成 9年4月 1日 
至 平成10年3月31日 

第  11  期 
自 平成10年4月 1日 
至 平成11年3月31日 

１ 株 当 た り 純 資 産 額   148,887.72 円   201,704.50 円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 35,971.10 円   55,022.66 円 

 

＊ なお潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、新株引受権付社債及

び転換社債を発行していないため記載し

ていません。 

同      左 

(注) 第 10 期の 1株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われているものとして計算されています。 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



 

 

 

 

（中間財務諸表作成の基本となる事項） 

期  別 
 
項  目 

第12期中間会計期間 
自 平成11年4月 1日 
至 平成11年9月30日 

1. 事業年度の財務諸表作成のために採用している会

計処理の原則及び手続と異なる会計処理の基準 
 

(1) 減価償却費の計上基準 

 

減価償却費は、当中間会計期間末における固定資産の年間減価償却費見積

額を期間により按分して計上しています｡ 

(2） 法人税,住民税及び事業税の計上基準 

 

中間期間に係る法人税及び住民税並びに事業税については税引前中間純利

益に実効税率を乗じて計算した税額を計上しています。 

 

   実効税率＝ 法人税率×(1 + 住民税率) + 事業税率 

１＋事業税率 

2. 有形固定資産の減価償却の方法 法人税法の規定による定率法によっています。 

 

3. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は税抜方式によっています。 

 

注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 

期  別 
項  目 

第12期中間会計期間末 
（平成11年9月30日現在） 

*1. 有形固定資産の減価償却累計額 8,508 千円 

*2. 消費税等の取扱 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の｢その他｣に含めて表示しています。 

 

（中間損益計算書関係） 

期  別 
 
項  目 

第12期中間会計期間 
自 平成11年4月 1日 
至 平成11年9月30日 

*1. 営業外収益のうち重要なもの  

受 取 利 息 141千円 

*2. 特別損失のうち重要なもの  

本 社 移 転 損 失 29,278千円 

固 定 資 産 売 却 損 203千円 

*3. 当期発生の研究開発費                   70,780千円 

4. 減 価 償 却 実 施 額  

有 形 固 定 資 産 1,086千円 

 

(ﾘｰｽ取引関係) 

該当事項はありません。 

 

(有価証券の時価等関係) 

該当事項はありません。 

 
(ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引関係) 

当社はﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引を全く行っていませんので該当事項はありません。 

 

 



 

 

 

 

(重要な後発事象) 

第12期中間会計期間 
自 平成 11年 4月  1日 
至 平成 11年 9月 30日 

平成11年9月27日開催の当社取締役会において、下記の要領に

よる有償株主割当増資を決議しました。 

（1） 割当方法 

平成11年10月13日現在の株主名簿に記載された株主の所有

株式数1株に対し2/11株の割合をもって割当てる。 

（2） 発行する株式の種類   額面普通株式  

（3） 発行する株式の数 680株 

（4） 発行価額 50,000円 

（5） 発行総額 34,000,000円 

（6） 資本組入額 34,000,000円 

（7） 新株式発行年月日 平成11年11月2日 

（8） 申込期間 

自平成11年10月25日 至平成11年10月28日 

（9） 払込期日      平成11年11月1日 

（10） 新株の配当起算日 平成11年4月1日 

 



 

 
 

 

(4）附 属 明 細 表（平成11年3月31日現在） 

1）有 価 証 券 明 細 表 

該当事項はありません。 

 

2）有形固定資産等明細表 （単位：千円） 

減価償却累計額又は償却累計額 
資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 

 当 期 償 却 額 償却累計率 

差 引 
期 末 残 高 

摘要 

       ％   

建 物 12,678 247 - 12,926 1,846 1,716 14.3 11,079  

工 具 器 具 備 品 13,536 1,810 492 14,853 8,945 2,884 60.2 5,907  

          

資

 
 

 
 

産 

有

形

固

定 計 26,214 2,057 492 27,779 10,792 4,600  16,987  

電 話 加 入 権 2,345 95 168 2,272 - - - 2,272  

          

資    

産 

無
形
固
定 

計 2,345 95 168 2,272 - -  2,272  

長 期 前 払 費 用 276 - - 276 124 55 45.0 152  

- - - - - - - - -  資
産 

繰
延 

計 - - - - - -  -  

(注) 当期増加額のうち主なものは、次の通りです。 

工具器具備品       事務機器   1,810 千円 

 

3） 関係会社有価証券明細表 

該当事項はありません。 

 

4） 関係会社出資金明細表 

該当事項はありません。 

 

5） 関係会社貸付金明細表 

該当事項はありません。 

 

6） 社 債 明 細 表 

該当事項はありません。 

 

7） 長期借入金明細表 

該当事項はありません。 

 

8）関係会社借入金明細表 

該当事項はありません。 



 

 
 

 

9) 資 本 金 明 細 表 

 種 類 発 行 数 資本組入額の総額 上 場 取 引 所 名 摘 要 既
発
行
株
式 

額
面
株
式 

普通株式 

株 
2,720 

 
136,000千円 非 上 場 

株 式 発 行

の な い 
資 本 の 額 

 24,000千円  

 
1.１株の券面額          50,000円 
2.券 面 総 額          136,000千円 

 

資 本 の 額 160,000千円  

資 本 組 入 額 摘 要 

24,750千円 平成9年11月19日 資本準備金の一部を資本金に組入 

24,000千円 
平成10年5月26日 利益処分により配当可能利益の一部を資本金

に組入 

準備金の資本組入額
又 は利益 処分に よ る 

資 本 組 入 額 

計  48,750千円  

(注) 無額面株式については該当事項がないため記載していません。 

 

10）資本剰余金明細表 

当期中における増加額及び減少額がないため、財務諸表等規則第 124 条の規定により記載を省略しています。 

 

11）利益準備金及び任意積立金明細表 （単位：千円） 

区 分 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要 

利 益 準 備 金 - 600 - 600  

計 - 600 - 600  

 (注） 当期増加額は前期決算の利益処分によるものです。 

 

  12）引 当 金 明 細 表 （単位：千円） 

当 期 減 少 額 
区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 

目 的 使 用 そ の 他 
期 末 残 高 摘 要 

貸 倒 引 当 金 728 - - 728 -  

 (注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、法人税法の規定に基づく戻入額です。 

 


